



































































































































1997年12月時点の現状 データ共有化に関して 導入・推進体制に関して 要員教育に関して96年3月)時点の現状
A市 固定資産税管理システムが税 左記に加え、下水 1998年度の後半ぐらいに 総務部税務課でシステムに関 EWSの扱いについては、メ
務課において稼働。地形図(基 道、都市計画業務支 LANを組む予定で、データ共 する企画・発注・総合連絡調整 ーカー研修を利用。ソフト操作
図)データが完成、オープン利 援、公有財産管理の 有化はその後の検討課題。 を担当。完成したシステムは各 については、随時担当職員聞で、
用の形で都市計画課等が使用。 3システムが稼動。 近い将来には、土地・家屋の 業務の担当部暑において管理・ 引継ぎが行われている。
E羽TSによるサーパー+クライ 農政総合情報システ 地図情報と住民基本台帳のドッ 活用。 導入が早かった固定資産・下
アント形式。 1995年度末に下水 ムのデータとソフト キングを考えている。 1996年度までは地図情報関係 水道ではすでに使いこなしてい










B市 税務課の土地・家屋シスァム、 左記に、土木管理 情報管理課にサーバーを置 総務部総務課を改組した情報 OSの扱いについては、ほぽ
情報管理課の地図データペース (道路)システム、 き、基図(行政基本図)を各課 管理課で、全体のとりまとめ及 メーカー研修で対応。ソフト操
(後の基図(行政基本図))管理 上水道システムが付 のクライアントに提供。当初開 ぴ基図(行政基本図)の管理を 作は、基本的には担当者間で引
システム、都市計画規制システ げ加わる。事前診断 発予定の企画調整・農政関係等 fJっている。 き継いでいるが、補足的に委託
ム、下水道設計・管理システム のための防災システ は、すでに基図の中に取り込ま 地図関連18課のヒアリングよ 会社からのサポートあり。
が稼動。 EWSによるサーパ ムを1998年度に立ち れている。 り開発内容を絞り込み、主要課 日常の扱いは各課の職員で可





C市 個別システムのうち、固定資 左記に加え、農業 庁内 LANはあるが、伝送速 全局によるプロジェクトチー OSについては、システムご
産税、道路、上下水道の各シス 施設システムが稼 度が遅く、データの共通利用は ムの事務局的役割lを旧事務管理 とにメーカー研修で対応。アプ
テムを開発。各システムのデー 働。各システムとも 今の所なされていない。基図を 課が担い、現在、情報管理課に リケーションの扱いについて
タ入力作業が進行中。 ミニコンから EWS 各システムのハードディスクに 再編成されて引き継がれ、全体 は、開発業者による説明会によ
1995年度からは、ぞれらの改 へ移行したが、それ それぞれ入れて利用している形 を統括している。 る。具体的な細かい操作は各担
良、農地、都市計画、消防情報 ぞれがスタンド・ア である。 当者間で引き継ぎ。関連の利用への展開を目指して ロン。将来的には、 将来的には一元管理したいと 専門職として採用しない限いる。特に都市計画システムは、
固定資産管理システムのデータ 都市計画支援システ 思っているが、各個別システム り、操作教育程度が限界か。デ
整備後それを基盤にして拡充し ム、各システムのサ でマッピング・システム(ソプ ータのリニューアル等は業者に






1995年8月 (E、Fについては 1997年12月時点の現状 データ共有化に関して 導入・推進体制に関して 要員教育に関して
96年3月)時点の現状
D市 当初から統合型のシステムを 左記に加え、固定 市政情報課での各種地図デー 20課22人のプロジェクトチー (固定資産税システムについ
計画。基盤地図システムの地形 資産税システムが運 タの一元管理を目指している。 ムにより各部署からの提言を吸 て)検索等は、担当者が各自や
図・土地・家屋ポリゴンが完成。 用開始。下水道シス 固定資産税システムがPCへ移 い上げ、それを情報化対策室 っているが、各担当部局で、ヲi
1993年度以降、(業者委託せず) テムのシステムとデ 行した段階で、庁内 LAN(完成 (現・市政情報課)がとりまと 継問題が発生するのはこれから
市役所内部で更新を行ってい 一夕、都市計画シス 済み)によるデータ共有化をす めて、導入計画を策定し、進め の様相。
る。 テムのシステムのみ すめていく。 ている。 要員教育は、大きな問題にな
今後は、(基盤システムをもと が完成。ホスト・コ りそう。現在システムを扱える
にした)固定資産管理の応用と ンビュータカ冶ら PC のは、市政情報課と固定資産税
して、下水・道路・公有財産管 への移管作業中。 課の一部スタップのみ。地図管
理等を行うことを考えており、 市政情報課の開発 理専門の担当官の必要性を感じ




E市 1996年9月頃に、都市計画シ ほぽ左記の予定ど システム上は、都市計画支援 事務局である情報管理課で、 各システムを実際に使う職員
ステム(地図精度1・2500)を導 おり、1997年4月に、 システムの地形図のレイヤを、 最終的な管理を行っている。全 に対し、メーカー研修を中心に
入、 1997年度初めに固定資産税 都市計画支援システ 地図情報専門LANを介して、 庁的なシステム運営委員会、さ fっている。
のための土地・建物システム(都 ム、土地・建物現況 土地・建物現況管理システムに らにその下部組織の各システム




F市 1・1000の基図(道路は 1:500) 都市計画区域全域 将来的には、 LAN(これから 企画調整課改組後の情報統計 プロジェクトのメンバー18名
をテスト区域(1996年度は60km') 220km'について、左記 整備)で対応予定。住宅明細図 課で基図を管理、各担当部局で による研究会を市内の大学教員
において作成。 PCで動作する の基図(含道路)が 参照システム等を検討。主題図 各必要データを付加・管理する 等を講師として行い、プロジェ
ソフトにより画面上に表示可能 1997年度中に完成予 の仕様は統一している。 という方式。 GISプロジェクト クトメンパーは全員利用システ
となっている。 定。ガスシステム、 にかかわっているのは10課。そ ムを使える。
基図上にのせる項目を関係各 水道システム開発 のうち、中心4諜(国定資産、 その一方で、 'GISとは何か」
課で検討中。ガス・水道は平成 中。固定資産税シス 上水、下水、道路のセクション) の理解のための研究会を全課対
































































































































































4. 1 韓国人間居住研究所 (KoreaResearch 








構築等が行われている (Young -Pyo Kim 
(1997) )。
玉川:自治体における地理情報システム利用の現状と展望 11 
4. 2 ソウル市開発研究所 (Seoul Oevelop-


































































































































行し、また、 OGC(Open GIS Consortium)とい
う民間企業を横断する形での、 GISの標準化・デ
ータの共用化を推進する組織が発足している(技
術的なコンセプトを中心に、 TheOGIS Project 
Technical Committee of the Open GIS Consor-
tium， Inc. (1997)にその基礎的事項がまとめられ
ている)。
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玉川:自治体における地理情報システム利用の現状と展望
Geographic Information Systems in Local Governments 
Hidenori Tamagawa事
*Center for Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 
Comprehensive Urban Studies， N 0.65， 1998， pp. 5-15 
15 
This article discusses the utilization of Geographic Information System (GIS) by local govern. 
ments. GIS utilization has rapidly increased among local governments in ]apan to the extent that 
the percentage of cities， wards， towns and villages having GIS has doubled in the last few years. 
On the other hand， two-thirds of local governments have not yet examined the possibility of introduc. 
ing the system. The tendency has been to first introduce GIS to particular sections in governments 
in prefectures and large cities， such as property tax divisions， that can more easily benefit from the 
system. 
After examining some pioneer examples of introductions of GIS in local governments， itbecame 
clear that the standardization of geodata， systems and specifications， GIS introduction procedures 
and staff training are major problems in GIS use. Large-scale local governments like the Tokyo 
Metropolitan Government， that tend to introduce GIS to individual sections， later face the difficulty 
of data-sharing with other sections. The study in Korea local governments also revealed similar 
problems. 
Future issues for GIS use include: a) use of the system at higher-level decision-making processes， 
b) data sharing within and between governments and with citizens， c) initial staff training， d) 
positioning of GIS systems managers in the government， and e) continued budgeting for the diffusion 
of GIS. 
